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議番号 件         名 

７６ 玉名市個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例 

７７ 玉名市職員の勤務時間、休暇等に関する条例等の一部を改正する条例 

７８ 玉名市税条例及び玉名市税外収入金に係る督促手数料及び延滞金徴収に関する条例の一部を改正する条例 

７９ 玉名市介護保険条例及び玉名市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例 

８０ 玉名市火入れに関する条例の一部を改正する条例 

８１ 玉名市法定外公共物管理条例等の一部を改正する条例 

８２ 玉名市上下水道事業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例 

８３ 玉名市公共下水道条例及び玉名市農業集落排水処理施設条例の一部を改正する条例 
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議第７６号関係 

 

玉名市個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例 

 

新 旧 

   玉名市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例    玉名市個人番号の利用に関する条例 

 （定義）  （定義） 

第２条 略 第２条 略 

２ この条例において「独自利用事務等に関する情報」とは、身体

障害者手帳交付に関する情報、障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。以下

「障害者総合支援法」という。）による日常生活用具の給付等に

関する情報、子ども医療費助成に関する情報、ひとり親家庭等医

療費助成に関する情報、重度心身障害者医療費助成に関する情報 

、生活 に困窮する外国人に対する生活保護の措置に関する情報

及び住登外者宛名情報（市の事務を処理するために利用する情報

システムの機能であって住登外者（市の住民基本台帳に記録され

ていない者をいう。以下同じ。）を特定する固有の番号を付番し、

管理するもの（以下「住登外者宛名番号管理機能」という。）によ

る住登外者の情報の管理に関する情報をいう。以下同じ。）をいう。 

２ この条例において「独自利用事務等に関する情報」とは、身体

障害者手帳交付に関する情報、障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。以下

「障害者総合支援法」という。）による日常生活用具の給付等に

関する情報、子ども医療費助成に関する情報、ひとり親家庭等医

療費助成に関する情報、重度心身障害者医療費助成に関する情報

及び生活に困窮する外国人に対する生活保護の措置に関する情報

                             

                             

                             

                             

                          をいう。 

３ 略 ３ 略 

（個人番号の利用範囲） （個人番号の利用範囲） 

第４条 番号法第９条第２項の条例で定める事務は、別表第１の機

関の欄に掲げる機関が行う同表の事務の欄に掲げる事務、別表第

２の機関の欄に掲げる機関が行う同表の事務の欄に掲げる事務、

市長 又は玉名市教育委員会（以下「教育委員会」という。）が行

う特定個人番号利用事務並びに市長又は教育委員会が住登外者宛

名情報を利用して行う番号法別表の下欄に掲げる事務及び番号法

第４条 番号法第９条第２項の条例で定める事務は、別表第１の機

関の欄に掲げる機関が行う同表の事務の欄に掲げる事務、別表第

２の機関の欄に掲げる機関が行う同表の事務の欄に掲げる事務及

び市長又は玉名市教育委員会（以下「教育委員会」という。）が行

う特定個人番号利用事務                  
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第９条第１項に規定する準法定事務とする。                 とする。 

２・３ 略 ２・３ 略 

４ 市長又は教育委員会は、番号法別表の下欄に掲げる事務又は番

号法第９条第１項に規定する準法定事務を処理するために必要な

限度で、独自利用事務等に関する情報又は総合福祉関係情報であ

って自らが保有するものを利用することができる。 

 

５ 略 ４ 略 

 （特定個人情報の提供）  

第５条 番号法第１９条第１１号の条例で定める特定個人情報を

提供することができる場合は、別表第３の情報照会機関の欄に掲

げる機関が、同表の情報提供機関の欄に掲げる機関に対し、同表

の事務の欄に掲げる事務を処理するために必要な同表の特定個

人情報の欄に掲げる特定個人情報の提供を求めた場合において、

同表の情報提供機関の欄に掲げる機関が当該特定個人情報を提

供するときとする。 

 

２ 前項の規定による特定個人情報の提供があった場合において、

他の条例、規則その他の規程の規定により当該特定個人情報と同

一の内容の情報を含む書面の提出が義務付けられているときは、

当該書面の提出があったものとみなす。 

 

第６条 略 第５条 略 

別表第１（第４条関係） 別表第１（第４条関係） 

機関 事務 

１～６ 略 略 

７ 市長 住登外者宛名番号管理機能による住登外者の情報

の管理に関する事務であって規則で定めるもの 

８ 教育委員会 住登外者宛名番号管理機能による住登外者の情報

の管理に関する事務であって規則で定めるもの 
 

機関 事務 

１～６ 略 略 

７ 市長 生活に困窮する外国人に対する生活保護の措置に

関する事務であって規則で定めるもの 

 

 

 

 

  

別表第２（第４条関係） 別表第２（第４条関係） 
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機関 事務 特定個人情報 

   

 

   

 

   

 

 

 

   

 

１ 略 生活保護事務 住民票関係情報  

         

         

         

         

         

         

     

   

 

   

 

 

   

 

 

   

 

   

機関 事務 特定個人情報 

１ 市長 子ども子育て支援関連事務 独自利用事務等に関

する情報 

２ 市長 児童通所等給付費支給決定

事務 

独自利用事務等に関

する情報 

３ 市長 身体障害者手帳交付事務 独自利用事務等に関

する情報（身体障害

者手帳交付に関する

情報を除く。） 

４ 市長 精神障害者保健福祉手帳交

付事務 

独自利用事務等に関

する情報 

５ 略 生活保護事務 母子及び父子並びに

寡婦福祉法（昭和３

９年法律第１２９

号）による給付金の

支給に関する情報、

住民票関係情報又は

独自利用事務等に関

する情報 

６ 市長 児童扶養手当の支給に関す

る事務 

独自利用事務等に関

する情報 

７ 市長 老人福祉法による福祉の措

置又は費用の徴収に関する

事務 

独自利用事務等に関

する情報 

８ 市長 児童手当の支給に関する事

務 

住民票関係情報又は

独自利用事務等に関

する情報 

９ 市長 特別児童扶養手当事務 独自利用事務等に関

する情報 

１０ 市長 特別障害者手帳支給事務 独自利用事務等に関 
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２  略 

 

 

 

健康増進事業に関する事務 略 

３ 市長 

 

 

生活に困窮する外国人に対

する生活保護の措置に関す

る事務 

災害救助法（昭和２

２年法律第１１８

号）による救助若し

くは扶助金の支給に

関する情報又は住民

票関係情報 

   

 

   

 

   

 

   

 

４  略 障害者総合支援法による日

常生活用具の給付等に関す

る事務であって規則で定め

るもの 

略 

５  略 玉名市子ども医療費助成に

関する条例による子ども医

療費助成に関する事務であ

って規則で定めるもの 

略 

６  略 玉名市ひとり親家庭等医療

費助成に関する条例による

ひとり親家庭等医療費助成 

略 

  する情報 

１１ 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康増進事業に関する事務 略 

１２ 市長 補装具費支給認定事務 独自利用事務等に関

する情報 

１３ 市長 自立支援医療費支給認定事

務 

独自利用事務等に関

する情報 

１４ 市長 介護給付費支給決定事務 独自利用事務等に関

する情報 

１５ 市長 地域生活支援事業実施事務 独自利用事務等に関

する情報 

１６ 略 障害者総合支援法による日

常生活用具の給付等に関す

る事務であって規則で定め

るもの 

略 

１７ 略 玉名市子ども医療費助成に

関する条例による子ども医

療費助成に関する事務であ

って規則で定めるもの 

略 

１８ 略 玉名市ひとり親家庭等医療

費助成に関する条例による

ひとり親家庭等医療費助成 

略 
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 に関する事務であって規則

で定めるもの 

 

７  略 玉名市重度心身障害者医療

費助成に関する条例による

重度心身障害者医療費助成

に関する事務であって規則

で定めるもの 

略 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 に関する事務であって規則

で定めるもの 

 

１９ 略 玉名市重度心身障害者医療

費助成に関する条例による

重度心身障害者医療費助成

に関する事務であって規則

で定めるもの 

略 

２０ 市長 生活に困窮する外国人に対

する生活保護の措置に関す

る事務 

総合福祉関係情報、

生活保護関係情報、

児童扶養手当関係情

報若しくは独自利用

事務等に関する情報

（生活に困窮する外

国人に対する生活保

護の措置に関する情

報を除く。）又は災

害救助法（昭和２２

年法律第１１８号）

による救助若しくは

扶助金の支給に関す

る情報、地方税関係

情報、医療保険給付

関係情報、児童扶養

手当関係情報、母子

及び父子並びに寡婦

福祉法による給付金

の支給に関する情

報、特別児童扶養手

当等の支給に関する

法律（昭和３９年法 
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  律第１３４号）によ

る障害児福祉手当若

しくは特別障害者手

当若しくは国民年金

法等の一部を改正す

る法律（昭和６０年

法律第３４号）附則

第９７条第１項の福

祉手当の支給に関す

る情報、母子保健法

（昭和４０年法律第

１４１号）による療

育医療の給付又は療

育医療に要する費用

の支給に関する情

報、住民票関係情報、

児童手当等関係情

報、介護保険給付等

関係情報若しくは障

害者総合支援法によ

る自立支援給付に関

する情報であって規

則で定めるもの 
 

  

別表第３（第５条関係）  

情報照会

機関 
事務 

情報提供

機関 
特定個人情報 

１ 市長 住登外者宛名番号

管理機能による住

登外者の情報の管 

教育委員会 住登外者宛名情報

であって規則で定

めるもの 
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 理に関する事務で

あって規則で定め

るもの 

  

２ 教育委

員会 

住登外者宛名番号

管理機能による住

登外者の情報の管

理に関する事務で

あって規則で定め

るもの 

市長 住登外者宛名情報

であって規則で定

めるもの 
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議第７７号関係 

 

   玉名市職員の勤務時間、休暇等に関する条例等の一部を改正する条例 

 

新 旧 

 

   （玉名市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正（第１条関係）） 

（１週間の勤務時間） （１週間の勤務時間） 

第２条 略 第２条 略 

２ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０

号）第１０条第３項の規定により同条第１項に規定する育児短時

間勤務（以下「育児短時間勤務」という。）の承認を受けた職員（同

法第１７条の規定による短時間勤務をすることとなった職員を含

む。以下「育児短時間勤務職員等」という。）の１週間当たりの勤

務時間は、前項の規定にかかわらず、当該承認を受けた育児短時

間勤務の内容（同条の規定による短時間勤務をすることとなった

職員にあっては、同条の規定によりすることとなった短時間勤務

の内容。以下「育児短時間勤務等の内容」という。）に従い、任命

権者が定める。 

 

３ 地方公務員法第２２条の４第１項又は第２２条の５第１項の規

定により採用された職員（以下「定年前再任用短時間勤務職員」

という。）の勤務時間は、第１項の規定にかかわらず、休憩時間を

除き、４週間を超えない期間につき１週間当たり１５時間３０分

から３１時間までの範囲内で、任命権者が定める。 

２ 地方公務員法第２２条の４第１項又は第２２条の５第１項の規

定により採用された職員（以下「定年前再任用短時間勤務職員」

という。）の勤務時間は、前項 の規定にかかわらず、休憩時間を

除き、４週間を超えない期間につき１週間当たり１５時間３０分

から３１時間までの範囲内で、任命権者が定める。 

４ 略 ３ 略 

５ 任命権者は、職務の特殊性又は当該公署の特殊の必要により前

各項に規定する勤務時間を超えて勤務することを必要とする職員

の勤務時間について、市長の承認を得て、別に定めることができ

４ 任命権者は、職務の特殊性又は当該公署の特殊の必要により前

３項に規定する勤務時間を超えて勤務することを必要とする職員

の勤務時間について、市長の承認を得て、別に定めることができ
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る。 る。 

（週休日及び勤務時間の割振り） （週休日及び勤務時間の割振り） 

第３条 日曜日及び土曜日は、週休日（勤務時間を割り振らない日

をいう。以下同じ。）とする。ただし、任命権者は、育児短時間勤

務職員等については、必要に応じ、育児短時間勤務等の内容に従

いこれらの日に加えて月曜日から金曜日までの５日間において週

休日を設けるものとし、定年前再任用短時間勤務職員及び任期付

短時間勤務職員については、これらの日に加えて、月曜日から金

曜日までの５日間において、週休日を設けることができる。 

第３条 日曜日及び土曜日は、週休日（勤務時間を割り振らない日

をいう。以下同じ。）とする。ただし、任命権者は       

                             

                             

          、定年前再任用短時間勤務職員及び任期付

短時間勤務職員については、これらの日に加えて、月曜日から金

曜日までの５日間において、週休日を設けることができる。 

２ 任命権者は、月曜日から金曜日までの５日間において、１日に

つき７時間４５分の勤務時間を割り振るものとする。ただし、育

児短時間勤務職員等については、１週間ごとの期間について、育

児短時間勤務等の内容に従い１日につき７時間４５分を超えない

範囲内で勤務時間を割り振るものとし、定年前再任用短時間勤務

職員及び任期付短時間勤務職員については、１週間ごとの期間に

ついて、１日につき７時間４５分を超えない範囲内で勤務時間を

割り振るものとする。 

２ 任命権者は、月曜日から金曜日までの５日間において、１日に

つき７時間４５分の勤務時間を割り振るものとする。ただし  

                             

                             

                 、定年前再任用短時間勤務

職員及び任期付短時間勤務職員については、１週間ごとの期間に

ついて、１日につき７時間４５分を超えない範囲内で勤務時間を

割り振るものとする。 

第４条 略 第４条 略 

２ 任命権者は、前項の規定により週休日及び勤務時間の割振りを

定める場合には、規則の定めるところにより、４週間ごとの期間

につき８日の週休日（育児短時間勤務職員等にあっては８日以上

で育児短時間勤務等の内容に従った週休日、定年前再任用短時間

勤務職員及び任期付短時間勤務職員にあっては８日以上の週休日）

    を設けなければならない。ただし、職務の特殊性又は当

該公署の特殊の必要（育児短時間勤務職員等にあっては、育児短

時間勤務等の内容）により、４週間ごとの期間につき８日（育児

短時間勤務職員等、定年前再任用短時間勤務職員及び任期付短時

間勤務職員にあっては、８日以上）の週休日を設けることが困難

である職員について、市長と協議して、規則の定めるところによ

り、４週間を超えない期間につき１週間当たり１日以上の割合で

２ 任命権者は、前項の規定により週休日及び勤務時間の割振りを

定める場合には、規則の定めるところにより、４週間ごとの期間

につき８日    （定年前再任用短時間勤務職員      

                             

    及び任期付短時間勤務職員にあっては、８日以上   ）

の週休日を設けなければならない。ただし、職務の特殊性又は当

該公署の特殊の必要                    

         により、４週間ごとの期間につき８日（定年

前再任用短時間勤務職員           及び任期付短時

間勤務職員にあっては、８日以上）の週休日を設けることが困難

である職員について、市長と協議して、規則の定めるところによ

り、４週間を超えない期間につき１週間当たり１日以上の割合で
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週休日（育児短時間勤務職員等にあっては、４週間を超えない期

間につき１週間当たり１日以上の割合で育児短時間勤務等の内容

に従った週休日）を設ける場合には、この限りでない。 

週休日                          

                             

        を設ける場合には、この限りでない。 

（正規の勤務時間以外の時間における勤務） （正規の勤務時間以外の時間における勤務） 

第８条 任命権者は、市長（労働基準法（昭和２２年法律第４９号）

別表第１第１号から第１０号まで及び第１３号から第１５号まで

に掲げる事業にあっては労働基準監督署長）の許可を受けて、第

２条から第５条までに規定する勤務時間（以下「正規の勤務時間」

という。）以外の時間において職員に設備等の保全、外部との連絡

及び文書の収受を目的とする勤務その他の規則で定める断続的な

勤務をすることを命ずることができる。ただし、当該職員が育児

短時間勤務職員等である場合にあっては、公務の運営に著しい支

障が生ずると認められる場合として規則で定める場合に限り、当

該断続的な勤務をすることを命ずることができる。 

２ 任命権者は、公務のため臨時又は緊急の必要がある場合には、

正規の勤務時間以外の時間において職員に前項に掲げる勤務以外

の勤務をすることを命ずることができる。ただし、当該職員が育

児短時間勤務職員等である場合にあっては、公務の運営に著しい

支障が生ずると認められる場合として規則で定める場合に限り、

正規の勤務時間以外の時間において同項に掲げる勤務以外の勤務

をすることを命ずることができる。 

第８条 任命権者は、市長（労働基準法（昭和２２年法律第４９号）

別表第１第１号から第１０号まで及び第１３号から第１５号まで

に掲げる事業にあっては労働基準監督署長）の許可を受けて、第

２条から第５条までに規定する勤務時間（以下「正規の勤務時間」

という。）以外の時間において職員に設備等の保全、外部との連絡

及び文書の収受を目的とする勤務その他の規則で定める断続的な

勤務をすることを命ずることができる。 

 

 

 

２ 任命権者は、公務のため臨時又は緊急の必要がある場合には、

正規の勤務時間以外の時間において職員に前項に掲げる勤務以外

の勤務をすることを命ずることができる。 

（育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限） （育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限） 

第８条の３ 略 第８条の３ 略 

２ 任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子のある職員が、

規則で定めるところにより、当該子を養育するために請求した場

合には、当該請求をした職員の業務を処理するための措置を講ず

ることが著しく困難である場合を除き、第８条第２項に規定する

勤務（災害その他避けることのできない事由に基づく臨時の勤務

を除く。次項において同じ。）をさせてはならない。 

２ 任命権者は、３歳に満たない        子のある職員が、

規則で定めるところにより、当該子を養育するために請求した場

合には、当該請求をした職員の業務を処理するための措置を講ず

ることが著しく困難である場合を除き、第８条第２項に規定する

勤務（災害その他避けることのできない事由に基づく臨時の勤務

を除く。次項において同じ。）をさせてはならない。 
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３ 略 ３ 略 

４ 前３項の規定は、第１５条第１項に規定する日常生活を営むの

に支障がある者（以下この項において「要介護者」という。）を介

護する職員について準用する。この場合において、第１項中「小

学校就学の始期に達するまでの子のある職員（職員の配偶者で当

該子の親であるものが、深夜（午後１０時から翌日の午前５時ま

での間をいう。以下この項において同じ。）において常態として当

該子を養育することができるものとして規則で定める者に該当す

る場合における当該職員を除く。）が、規則で定めるところにより、

当該子を養育」とあるのは「要介護者のある職員（規則で定める

者に該当する場合における当該職員を除く。）が、規則で定めると

ころにより、当該要介護者を介護」と、「深夜における」とあるの

は「深夜（午後１０時から翌日の午前５時までの間をいう。）にお

ける」と、第２項中「小学校就学の始期に達するまでの子のある

職員が、規則で定めるところにより、当該子を養育」とあるのは

「要介護者のある職員（規則で定める者に該当する場合における

当該職員を除く。以下この項において同じ。）が、規則で定めると

ころにより、当該要介護者を介護」と、「当該請求をした職員の業

務を処理するための措置を講ずることが著しく困難である」とあ

るのは「公務の運営に支障がある」と、前項中「小学校就学の始

期に達するまでの子のある職員が、規則で定めるところにより、

当該子を養育」とあるのは「要介護者のある職員（規則で定める

者に該当する場合における当該職員を除く。以下この項において

同じ。）が、規則で定めるところにより、当該要介護者を介護」と

読み替えるものとする。 

４ 前３項の規定は、第１５条第１項に規定する日常生活を営むの

に支障がある者（以下この項において「要介護者」という。）を介

護する職員について準用する。この場合において、第１項中「小

学校就学の始期に達するまでの子のある職員（職員の配偶者で当

該子の親であるものが、深夜（午後１０時から翌日の午前５時ま

での間をいう。以下この項において同じ。）において常態として当

該子を養育することができるものとして規則で定める者に該当す

る場合における当該職員を除く。）が、規則で定めるところにより、

当該子を養育」とあるのは「要介護者のある職員（規則で定める

者に該当する場合における当該職員を除く。）が、規則で定めると

ころにより、当該要介護者を介護」と、「深夜における」とあるの

は「深夜（午後１０時から翌日の午前５時までの間をいう。）にお

ける」と、第２項中「３歳に満たない        子のある

職員が、規則で定めるところにより、当該子を養育」とあるのは

「要介護者のある職員（規則で定める者に該当する場合における

当該職員を除く。以下この項において同じ。）が、規則で定めると

ころにより、当該要介護者を介護」と、「当該請求をした職員の業

務を処理するための措置を講ずることが著しく困難である」とあ

るのは「公務の運営に支障がある」と、前項中「小学校就学の始

期に達するまでの子のある職員が、規則で定めるところにより、

当該子を養育」とあるのは「要介護者のある職員（規則で定める

者に該当する場合における当該職員を除く。以下この項において

同じ。）が、規則で定めるところにより、当該要介護者を介護」と

読み替えるものとする。 

５ 略 ５ 略 

（年次有給休暇） （年次有給休暇） 

第１２条 年次有給休暇は、１の年ごとにおける休暇とし、その日

数は、１の年において、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、

当該各号に掲げる日数とする。 

第１２条 年次有給休暇は、１の年ごとにおける休暇とし、その日

数は、１の年において、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、

当該各号に掲げる日数とする。 
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⑴ 次号及び第３号に掲げる職員以外の職員 ２０日（育児短時

間勤務職員等、定年前再任用短時間勤務職員及び任期付短時間

勤務職員にあっては、その者の勤務時間等を考慮し２０日を超

えない範囲内で規則で定める日数） 

⑴ 次号及び第３号に掲げる職員以外の職員 ２０日（定年前再

任用短時間勤務職員           及び任期付短時間

勤務職員にあっては、その者の勤務時間等を考慮し２０日を超

えない範囲内で規則で定める日数） 

⑵・⑶ 略 ⑵・⑶ 略 

２・３ 略 ２・３ 略 

（介護休暇） （介護休暇） 

第１５条 介護休暇は、職員が要介護者（配偶者（届出をしないが

事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下この項におい

て同じ。）、父母、子、配偶者の父母その他規則で定める者（第１

９条の３第１項において「配偶者等」という。）で負傷、疾病又は

老齢により規則で定める期間にわたり日常生活を営むのに支障が

あるものをいう。以下同じ。）の介護をするため、任命権者が、規

則で定めるところにより、職員の申出に基づき、要介護者の各々

が当該介護を必要とする一の継続する状態ごとに、３回を超えず、

かつ、通算して６月を超えない範囲内で指定する期間（以下「指

定期間」という。）内において勤務しないことが相当であると認め

られる場合における休暇とする。 

第１５条 介護休暇は、職員が要介護者（配偶者（届出をしないが

事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下この項におい

て同じ。）、父母、子、配偶者の父母その他規則で定める者   

                     で負傷、疾病又は

老齢により規則で定める期間にわたり日常生活を営むのに支障が

あるものをいう。以下同じ。）の介護をするため、任命権者が、規

則で定めるところにより、職員の申出に基づき、要介護者の各々

が当該介護を必要とする一の継続する状態ごとに、３回を超えず、

かつ、通算して６月を超えない範囲内で指定する期間（以下「指

定期間」という。）内において勤務しないことが相当であると認め

られる場合における休暇とする。 

２・３ 略 ２・３ 略 

第１７条 略 第１７条 略 

（妊娠、出産等についての申出をした職員等に対する意向確認等） 

第１７条の２ 任命権者は、玉名市職員の育児休業等に関する条例

（平成１７年条例第３３号）第２６条第１項の措置を講ずるに当

たっては、同項の規定による申出をした職員（以下この項におい

て「申出職員」という。）に対して、次に掲げる措置を講じなけれ

ばならない。 

⑴ 申出職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（次号

において「出生時両立支援制度等」という。）その他の事項を知

らせるための措置 
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⑵ 出生時両立支援制度等の請求、申告又は申出（以下「請求等」

という。）に係る申出職員の意向を確認するための措置 

⑶ 職員の育児休業等に関する条例第２６条第１項の規定による

申出に係る子の心身の状況又は育児に関する申出職員の家庭の

状況に起因して当該子の出生の日以後に発生し、又は発生する

ことが予想される職業生活と家庭生活との両立の支障となる事

情の改善に資する事項に係る申出職員の意向を確認するための

措置 

２ 任命権者は、３歳に満たない子を養育する職員（以下この項に

おいて「対象職員」という。）に対して、規則で定める期間内に、

次に掲げる措置を講じなければならない。 

⑴ 対象職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（次号

において「育児期両立支援制度等」という。）その他の事項を知

らせるための措置 

⑵ 育児期両立支援制度等の請求等に係る対象職員の意向を確認

するための措置 

⑶ 対象職員の３歳に満たない子の心身の状況又は育児に関する

対象職員の家庭の状況に起因して発生し、又は発生することが

予想される職業生活と家庭生活との両立の支障となる事情の改

善に資する事項に係る対象職員の意向を確認するための措置 

３ 任命権者は、第１項第３号又は前項第３号の規定により意向を

確認した事項の取扱いに当たっては、当該意向に配慮しなければ

ならない。 

（配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員等に対する意向

確認等） 

第１７条の３ 任命権者は、職員が配偶者等が当該職員の介護を必

要とする状況に至ったことを申し出たときは、当該職員に対して、

仕事と介護との両立に資する制度又は措置（以下この条及び次条

において「介護両立支援制度等」という。）その他の事項を知らせ

るとともに、介護両立支援制度等の請求等に係る当該職員の意向
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を確認するための面談その他の措置を講じなければならない。 

２ 任命権者は、職員に対して、当該職員が４０歳に達した日の属

する年度（４月１日から翌年の３月３１日までをいう。）において、

前項に規定する事項を知らせなければならない。 

（勤務環境の整備に関する措置） 

第１７条の４ 任命権者は、介護両立支援制度等の請求等が円滑に

行われるようにするため、次に掲げる措置を講じなければならな

い。 

⑴ 職員に対する介護両立支援制度等に係る研修の実施 

⑵ 介護両立支援制度等に関する相談体制の整備 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、介護両立支援制度等に係る勤務

環境の整備に関する措置 

 

 

   （玉名市職員の育児休業等に関する条例の一部改正（第２条関係）） 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成

３年法律第１１０号。以下「育児休業法」という。）第２条第１項、

第３条第２項、第５条第２項、第７条、第８条並びに第１９条第

１項から第３項まで及び第５項の規定に基づき、並びに同法を実

施するため、職員の育児休業等に関し必要な事項を定めるものと

する。 

第１条 この条例は、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成

３年法律第１１０号。以下「育児休業法」という。）第２条第１項、

第３条第２項、第５条第２項、第７条、第８条並びに第１９条第

１項及び第２項       の規定に基づき、並びに同法を実

施するため、職員の育児休業等に関し必要な事項を定めるものと

する。 

（育児休業をすることができない職員） （育児休業をすることができない職員） 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げ

る職員とする。 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げ

る職員とする。 

⑴ 略 ⑴ 略 

⑵ 玉名市職員の定年等に関する条例（平成１７年条例第２７号。

以下「定年条例」という。）第４条第１項又は第２項の規定によ

り引き続いて勤務している職員 

⑵ 玉名市職員の定年等に関する条例（平成１７年条例第２７号 

           ）第４条第１項又は第２項の規定によ

り引き続いて勤務している職員 

⑶ 定年条例           第９条各項の規定により異 ⑶ 玉名市職員の定年等に関する条例第９条各項の規定により異
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動期間（これらの規定により延長された期間を含む。）を延長さ

れた管理監督職を占める職員 

動期間（これらの規定により延長された期間を含む。）を延長さ

れた管理監督職を占める職員 

⑷ 略 ⑷ 略 

（育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事情） （育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事情） 

第３条 育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事

情は、次に掲げる事情とする。 

第３条 育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事

情は、次に掲げる事情とする。 

⑴～⑸ 略 ⑴～⑸ 略 

⑹ 第２条の３第３号に掲げる場合に該当すること又は前条  

 の規定に該当すること。 

⑹ 第２条の３第３号に掲げる場合に該当すること又は第２条の

４の規定に該当すること。 

⑺ 略 ⑺ 略 

（期末手当等の支給） （期末手当等の支給） 

第５条の３ 玉名市一般職の職員の給与に関する条例(平成１７年条

例第４７号。以下「給与条例」という。)第１６条第１項に規定す

るそれぞれの基準日に育児休業をしている職員のうち、基準日以

前６月以内の期間において勤務した期間(規則で定めるこれに相当

する期間を含む。)がある職員には、当該基準日に係る期末手当を

支給する。 

第５条の３ 玉名市一般職の職員の給与に関する条例(平成１７年条

例第４７号             )第１６条第１項に規定す

るそれぞれの基準日に育児休業をしている職員のうち、基準日以

前６月以内の期間において勤務した期間(規則で定めるこれに相当

する期間を含む。)がある職員には、当該基準日に係る期末手当を

支給する。 

２ 給与条例              第１７条第１項に規定

するそれぞれの基準日に育児休業をしている職員のうち、基準日

以前６月以内の期間において勤務した期間がある職員には、当該

基準日に係る勤勉手当を支給する。 

２ 玉名市一般職の職員の給与に関する条例第１７条第１項に規定

するそれぞれの基準日に育児休業をしている職員のうち、基準日

以前６月以内の期間において勤務した期間がある職員には、当該

基準日に係る勤勉手当を支給する。 

（育児短時間勤務をすることができない職員） 

第７条 育児休業法第１０条第１項の条例で定める職員は、次に掲

げる職員とする。 

⑴ 育児休業法第６条第１項の規定により任期を定めて採用され

た職員 

⑵ 定年条例第４条第１項又は第２項の規定により引き続いて勤

務している職員 

⑶ 定年条例第９条各項の規定により異動期間（これらの規定に

 

第７条 削除 
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より延長された期間を含む。）を延長された管理監督職を占める

職員 

（育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算して１年を経過しな

い場合に育児短時間勤務をすることができる特別の事情） 

第８条 育児休業法第１０条第１項ただし書の条例で定める特別の

事情は、次に掲げる事情とする。 

⑴ 育児短時間勤務（育児休業法第１０条第１項に規定する育児

短時間勤務をいう。以下同じ。）をしている職員が、産前の休業

を始め、又は出産したことにより、当該育児短時間勤務の承認

が効力を失った後、当該産前の休業又は出産に係る子が第３条

第１号ア又はイに掲げる場合に該当することとなったこと。 

⑵ 育児短時間勤務をしている職員が、第１１条第１号に掲げる

事由に該当したことにより当該育児短時間勤務の承認が取り消

された後、同号に規定する承認に係る子が第３条第２号ア又は

イに掲げる場合に該当することとなったこと。 

⑶ 育児短時間勤務をしている職員が休職又は停職の処分を受け

たことにより、当該育児短時間勤務の承認が効力を失った後、

当該休職又は停職の期間が終了したこと。 

⑷ 育児短時間勤務をしている職員が当該職員の負傷、疾病又は

身体上若しくは精神上の障害により当該育児短時間勤務に係る

子を養育することができない状態が相当期間にわたり継続する

ことが見込まれることにより当該育児短時間勤務の承認が取り

消された後、当該職員が当該子を養育することができる状態に

回復したこと。 

⑸ 育児短時間勤務の承認が、第１１条第２号に掲げる事由に該

当したことにより取り消されたこと。 

⑹ 育児短時間勤務（この号の規定に該当したことにより当該育

児短時間勤務に係る子について既にしたものを除く。）の終了後、

３月以上の期間を経過したこと（当該育児短時間勤務をした職

員が、当該育児短時間勤務の承認の請求の際育児短時間勤務に
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より当該子を養育するための計画について育児短時間勤務計画

書により任命権者に申し出た場合に限る。）。 

⑺ 配偶者が負傷又は疾病により入院したこと、配偶者と別居し

たこと、育児短時間勤務に係る子について保育所等における保

育の利用を希望し、申込みを行っているが、当面その実施が行

われないことその他の育児短時間勤務の終了時に予測すること

ができなかった事実が生じたことにより当該育児短時間勤務に

係る子について育児短時間勤務をしなければその養育に著しい

支障が生じることとなったこと。 

（育児休業法第１０条第１項第５号の条例で定める勤務の形態） 

第９条 育児休業法第１０条第１項第５号の条例で定める勤務の形

態は、玉名市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成１７年

条例第３２号。以下「勤務時間条例」という。）第４条第１項の規

定の適用を受ける職員について、次に掲げる勤務の形態（育児休

業法第１０条第１項第１号から第４号までに掲げる勤務の形態を

除き、勤務日が引き続き規則で定める日数を超えず、かつ、１回

の勤務が規則で定める時間を超えないものに限る。）とする。 

⑴ ４週間ごとの期間につき８日以上を週休日とし、当該期間に

つき１週間当たりの勤務時間が１９時間２５分、１９時間３５

分、２３時間１５分又は２４時間３５分となるように勤務する

こと。 

⑵ ４週間を超えない期間につき１週間当たり１日以上の割合の

日を週休日とし、当該期間につき１週間当たりの勤務時間が１

９時間２５分、１９時間３５分、２３時間１５分又は２４時間

３５分となるように勤務すること。 

 

（育児短時間勤務の承認又は期間の延長の請求手続） 

第１０条 育児短時間勤務の承認又は期間の延長の請求は、規則で

定める育児短時間勤務承認請求書により、育児短時間勤務を始め

ようとする日又はその期間の末日の翌日の１月前までに行うもの

とする。 
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（育児短時間勤務の承認の取消事由） 

第１１条 育児休業法第１２条において準用する育児休業法第５条

第２項の条例で定める事由は、次に掲げる事由とする。 

⑴ 育児短時間勤務をしている職員について当該育児短時間勤務

に係る子以外の子に係る育児短時間勤務を承認しようとすると

き。 

⑵ 育児短時間勤務をしている職員について当該育児短時間勤務

の内容と異なる内容の育児短時間勤務を承認しようとするとき。 

 

（育児短時間勤務をしている職員についての給与条例等の特例） 

第１２条 育児短時間勤務をしている職員についての給与条例の規

定の適用については、給与条例第３条第４項中「決定する」とあ

るのは「決定するものとし、その者の給料月額は、その者の受け

る号給に応じた額に、勤務時間条例第２条第２項の規定により定

められたその者の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除

して得た数（以下「算出率」という。）を乗じて得た額とする」と、

給与条例第４条第２項中「決定する」とあるのは「決定するもの

とし、その者の給料月額は、その者の受ける号給に応じた額に、

算出率を乗じて得た額とする」と、給与条例第１０条の３第２項

第２号中「定年前再任用短時間勤務職員」とあるのは「地方公務

員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）第１０

条第１項に規定する育児短時間勤務をしている職員（以下「育児

短時間勤務職員」という。）」と、給与条例第１１条第１項中「支

給する」とあるのは「支給する。ただし、育児短時間勤務職員が、

第１号に掲げる勤務で正規の勤務時間を超えてしたもののうち、

その勤務の時間とその勤務をした日における正規の勤務時間との

合計が７時間４５分に達するまでの間の勤務にあっては、同条に

規定する勤務１時間当たりの給与額に１００分の１００（その勤

務が午後１０時から翌日の午前５時までの間である場合には、１

００分の１２５）を乗じて得た額とする」と、同条第５項中「要

しない」とあるのは「要しない。ただし、当該時間が玉名市職員
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の育児休業等に関する条例（平成１７年条例第３３号）第１２条

の規定により読み替えられた同項ただし書に規定する７時間４５

分に達するまでの間の勤務に係る時間である場合にあっては、第

１４条に規定する勤務１時間当たりの給与額に１００分の１５０

（その時間が午後１０時から翌日の午前５時までの間である場合

には、１００分の１７５）から１００分の１００（その時間が午

後１０時から翌日の午前５時までの間である場合には、１００分

の１２５）を減じた割合を乗じて得た額とする」と、給与条例第

１６条第４項及び第１７条第３項中「給料」とあり、給与条例第

１６条第５項中「給料の月額」とあるのは「給料の月額を算出率

で除して得た額」と、同条第６項中「規則」とあるのは「育児短

時間勤務職員の勤務時間を考慮して規則」とする。 

（育児休業法第１７条の条例で定めるやむを得ない事情） 

第１３条 育児休業法第１７条の条例で定めるやむを得ない事情は、

次に掲げる事情とする。 

⑴ 過員を生ずること。 

⑵ 当該育児短時間勤務に伴い任用されている短時間勤務職員

（育児休業法第１８条第１項の規定により採用された同項に規

定する短時間勤務職員をいう。以下同じ。）を短時間勤務職員と

して引き続き任用しておくことができないこと。 

 

（育児短時間勤務の例による短時間勤務に係る職員への通知） 

第１４条 任命権者は、育児休業法第１７条の規定による短時間勤

務をさせる場合又は当該短時間勤務が終了した場合には、職員に

対し、書面によりその旨を通知しなければならない。 

 

（育児短時間勤務の例による短時間勤務をしている職員の給与の

取扱い） 

第１５条 第１２条の規定は、育児休業法第１７条に規定する育児

短時間勤務の例による短時間勤務をしている職員の給与について

準用する。 

 

（育児短時間勤務に伴う短時間勤務職員の任用に係る任期の更  
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新） 

第１６条 第５条の２の規定は、短時間勤務職員の任用の更新につ

いて準用する。 

（育児短時間勤務に伴う短時間勤務職員についての給与条例の特

例） 

第１７条 短時間勤務職員についての給与条例の規定の適用につい

ては、給与条例第３条第４項中「決定する」とあるのは「決定す

るものとし、その者の給料月額は、その者の受ける号給に応じた

額に、勤務時間条例第２条第２項の規定により定められたその者

の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得た数（以

下「算出率」という。）を乗じて得た額とする」と、給与条例第４

条第２項中「決定する」とあるのは「決定するものとし、その者

の給料月額は、その者の受ける号給に応じた額に、算出率を乗じ

て得た額とする」と、給与条例第１０条の３第２項第２号中「定

年前短時間勤務職員」とあるのは「育児短時間勤務に伴う短時間

勤務職員（地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律

第１１０号）第１８条第１項に規定する短時間勤務職員をいう。

以下同じ。）」と、給与条例第１１条第１項中「支給する」とある

のは「支給する。ただし、育児短時間勤務に伴う短時間勤務職員

が、第１号に掲げる勤務で正規の勤務時間を超えてしたもののう

ち、その勤務の時間とその勤務をした日における正規の勤務時間

との合計が７時間４５分に達するまでの間の勤務にあっては、同

条に規定する勤務１時間当たりの給与額に１００分の１００（そ

の勤務が午後１０時から翌日の午前５時までの間である場合には、

１００分の１２５）を乗じて得た額とする」と、同条第５項中「要

しない」とあるのは「要しない。ただし、当該時間が玉名市職員

の育児休業等に関する条例（平成１７年条例第３３号）第１７条

の規定により読み替えられた同項ただし書に規定する７時間４５

分に達するまでの間の勤務に係る時間である場合にあっては、第

１４条に規定する勤務１時間当たりの給与額に１００分の１５０
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（その時間が午後１０時から翌日の午前５時までの間である場合

には、１００分の１７５）から１００分の１００（その時間が午

後１０時から翌日の午前５時までの間である場合には、１００分

の１２５）を減じた割合を乗じて得た額とする」とする。 

（部分休業をすることができない職員） （部分休業をすることができない職員） 

第１８条 育児休業法第１９条第１項の条例で定める職員は、勤務

日の日数            を考慮して市長が定める非常

勤職員以外の非常勤職員（地方公務員法第２２条の４第１項に規

定する短時間勤務の職を占める職員（以下「定年前再任用短時間

勤務職員等」という。）を除く。次条において同じ。）とする。 

第８条  育児休業法第１９条第１項の条例で定める職員は、勤務

日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を考慮して市長が定める非常

勤職員以外の非常勤職員（地方公務員法第２２条の４第１項に規

定する短時間勤務の職を占める職員（以下「定年前再任用短時間

勤務職員等」という。）を除く         。）とする。 

（第１号部分休業の承認） （部分休業の承認） 

第１９条 育児休業法第１９条第２項第１号に掲げる範囲内で請求

する同条第１項に規定する部分休業（以下「第１号部分休業」と

いう。）の承認は                      

                             

                             

                             

                             

                             

                             

                             

                             

      、３０分を単位として行うものとする。 

第９条  部分休業（育児休業法第１９条第１項に規定する部分休

業をいう。以下同じ。）                   

   の承認は、玉名市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平

成１７年条例第３２号）第８条第１項に規定する正規の勤務時間

（非常勤職員（定年前再任用短時間勤務職員等を除く。以下この

条において同じ。）にあっては、当該非常勤職員について定められ

た勤務時間）の始め又は終わりにおいて、１日を通じて２時間（同

条例に基づく規則で定める特別休暇で、職員が生後満３年に達し

ない子を育てる場合におけるものを承認されている職員について

は、２時間から当該育児休暇に係る時間を減じた時間）を超えな

い範囲内で、職員の託児の態様、通勤の状況等から必要とされる

時間について、３０分を単位として行うものとする。 

２ 労働基準法第６７条の規定による育児時間（以下「育児時間」

という。）又は勤務時間条例第１５条の２第１項の規定による介護

時間の承認を受けて勤務しない職員（非常勤職員を除く。）に対す

る第１号部分休業の承認については、１日につき２時間から当該

育児時間又は当該介護時間の承認を受けて勤務しない時間を減じ

た時間を超えない範囲内で行うものとする。 

２ 労働基準法第６７条の規定による育児時間（以下「育児時間」

という。）又は勤務時間条例第１５条の２第１項の規定による介護

時間の承認を受けて勤務しない職員（非常勤職員を除く。）に対す

る部分休業   の承認については、１日につき２時間から当該

育児時間又は当該介護時間の承認を受けて勤務しない時間を減じ

た時間を超えない範囲内で行うものとする。 
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３ 非常勤職員に対する第１号部分休業の承認については、１日に

つき、当該非常勤職員について１日につき定められた勤務時間か

ら５時間４５分を減じた時間を超えない範囲内で（当該非常勤職

員が育児時間又は育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う

労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第７６号）第６１条の

２第２０項の規定による介護をするための時間（以下「介護をす

るための時間」という。）の承認を受けて勤務しない場合にあって

は、当該時間を超えない範囲内で、かつ、２時間から当該育児時

間又は当該介護をするための時間の承認を受けて勤務しない時間

を減じた時間を超えない範囲内で）行うものとする。 

３ 非常勤職員に対する部分休業   の承認については、１日に

つき、当該非常勤職員について１日につき定められた勤務時間か

ら５時間４５分を減じた時間を超えない範囲内で（当該非常勤職

員が玉名市職員の勤務時間、休暇等に関する条例第１８条の規定

により任命権者が定める休暇で、女性の非常勤職員が生後満１年

に達しない子を育てる場合又は非常勤職員が要介護家族の介護を

する場合におけるもの の承認を受けて勤務しない場合にあって

は、当該時間を超えない範囲内で、かつ、２時間から当該休暇 

               の承認を受けて勤務しない時間

を減じた時間を超えない範囲内で）行うものとする。 

（第２号部分休業の承認） 

第２０条 育児休業法第１９条第２項第２号に掲げる範囲内で請求

する同条第１項に規定する部分休業（以下「第２号部分休業」と

いう。）の承認は、１時間を単位として行うものとする。ただし、

次の各号に掲げる場合にあっては、それぞれ当該各号に定める時

間数の第２号部分休業を承認することができる。 

⑴ １回の勤務に係る日ごとの勤務時間に分を単位とした時間が

ある場合であって、当該勤務時間の全てについて承認の請求が

あったとき 当該勤務時間の時間数 

⑵ 第２号部分休業の残時間数に１時間未満の端数がある場合で

あって、当該残時間数の全てについて承認の請求があったとき

 当該残時間数 

 

（育児休業法第１９条第２項の条例で定める１年の期間） 

第２１条 育児休業法第１９条第２項の条例で定める１年の期間は、

毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

 

（育児休業法第１９条第２項第２号の人事院規則で定める時間を

基準として条例で定める時間） 

第２２条 育児休業法第１９条第２項第２号の人事院規則で定める

時間を基準として条例で定める時間は、次の各号に掲げる職員の

区分に応じ、当該各号に定める時間とする。 
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⑴ 非常勤職員以外の職員 ７７時間３０分 

⑵ 非常勤職員 当該非常勤職員の勤務日１日当たりの勤務時間

数に１０を乗じて得た時間 

（育児休業法第１９条第３項の条例で定める特別の事情） 

第２３条 育児休業法第１９条第３項の条例で定める特別の事情は、

配偶者が負傷又は疾病により入院したこと、配偶者と別居したこ

とその他の同条第２項の規定による申出時に予測することができ

なかった事実が生じたことにより同条第３項の規定による変更（以

下「第３項変更」という。）をしなければ同項の職員の小学校就学

の始期に達するまでの子の養育に著しい支障が生じると任命権者

が認める事情とする。 

 

（部分休業をしている職員の給与の取扱い）  

第２４条 職員（会計年度任用職員を除く。）が育児休業法第１９条

第１項に規定する部分休業の承認を受けて勤務しない場合には、

給与条例              第１０条の規定にかかわ

らず、その勤務しない１時間につき、同条例第１４条に規定する

勤務１時間当たりの給与額を減額して支給する。 

第１０条 職員（会計年度任用職員を除く。）が         

        部分休業の承認を受けて勤務しない場合には、

玉名市一般職の職員の給与に関する条例第１０条の規定にかかわ

らず、その勤務しない１時間につき、同条例第１４条に規定する

勤務１時間当たりの給与額を減額して支給する。 

２ 略 ２ 略 

（部分休業の承認の取消事由）  

第２５条 育児休業法第１９条第６項において準用する育児休業法

第５条第２項の条例で定める事由は、職員が第３項変更をしたと

きとする。 

 

 第１１条 第５条の規定は、部分休業について準用する。 

第２６条   略 第１１条の２ 略 

第２７条   略 第１１条の３ 略 

第２８条 略 第１２条 略 

 

   （玉名市技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正（第３条関係）） 
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（給与の減額） （給与の減額） 

第１５条 略 第１５条 略 

２ 職員が部分休業（当該職員がその小学校就学の始期に達するま

での子を養育するため１日の勤務時間の全部又は一部（２時間を

超えない範囲内又は１年につき規則で定める時間を超えない範囲

内の時間に限る。）を勤務しないことをいう。）又は介護休暇（当

該職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母その他規則で定める者

で負傷、疾病又は老齢により規則で定める期間にわたり日常生活

を営むのに支障があるものの介護をするため、勤務しないことが

相当であると認められる場合における休暇をいう。）の承認を受け

て勤務しない場合には、前項の規定にかかわらず、その勤務しな

い１時間につき、勤務１時間当たりの給与額を減額して給与を支

給する。 

２ 職員が部分休業（当該職員がその３歳に満たない      

  子を養育するため１日の勤務時間の    一部     

                             

         を勤務しないことをいう。）又は介護休暇（当

該職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母その他規則で定める者

で負傷、疾病又は老齢により規則で定める期間にわたり日常生活

を営むのに支障があるものの介護をするため、勤務しないことが

相当であると認められる場合における休暇をいう。）の承認を受け

て勤務しない場合には、前項の規定にかかわらず、その勤務しな

い１時間につき、勤務１時間当たりの給与額を減額して給与を支

給する。 

 

   （地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例の一部改正（第４条関係）） 

   附 則    附 則 

１１ 玉名市技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例第４

条及び第５条の２                   の規

定は、暫定再任用職員には適用しない。 

１１ 玉名市技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例第４

条、第４条の４から第４条の６まで、第５条の２及び第６条の規

定は、暫定再任用職員には適用しない。 

１２ 玉名市上下水道事業職員の給与の種類及び基準に関する条例

第５条、第６条及び第１０条の規定は、暫定再任用職員には適用

しない。 

１２ 玉名市上下水道事業職員の給与の種類及び基準に関する条例

第５条、第６条及び第８条 の規定は、暫定再任用職員には適用

しない。 
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議第７８号関係 

 

   玉名市税条例及び玉名市税外収入金に係る督促手数料及び延滞金徴収に関する条例の一部を改正する条例 

 

新 旧 

 

   （玉名市税条例の一部改正（第１条関係）） 

 

（用語） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該

各号に定めるところによる。 

 ⑴ 略 

 ⑵ 徴収金 市税並びにその延滞金      、過少申告加算

金、不申告加算金、重加算金及び滞納処分費をいう。 

 ⑶・⑷ 略 

（用語） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該

各号に定めるところによる。 

 ⑴ 略 

 ⑵ 徴収金 市税並びにその督促手数料、延滞金、過少申告加算

金、不申告加算金、重加算金及び滞納処分費をいう。 

 ⑶・⑷ 略 

 

第２１条及び第２２条 削除 

 （督促手数料） 

第２１条 徴税吏員は、督促状を発した場合においては、督促状１

通について、１００円の督促手数料を徴収しなければならない。

ただし、やむを得ない理由があると認める場合においては、これ

を徴収しない。 

第２２条 削除 

 

   （玉名市税外収入金に係る督促手数料及び延滞金徴収に関する条例の一部改正（第２条関係）） 

   玉名市税外収入金に係る延滞金徴収に関する条例    玉名市税外収入金に係る督促手数料及び延滞金徴収に関する

条例 

（趣旨） 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３１条の３第

２項の規定により分担金、使用料、加入金、手数料、過料その他

公法上の市税外収入金（以下単に「税外収入金」という。）の納

入を督促したときは、この条例の定めるところにより     

（趣旨） 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３１条の３第

２項の規定により分担金、使用料、加入金、手数料、過料その他

公法上の市税外収入金（以下単に「税外収入金」という。）の納

入を督促したときは、この条例の定めるところにより督促手数料
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  延滞金を徴収する。 及び延滞金を徴収する。 

（       延滞金の額） 

 

第２条 略 

（督促手数料及び延滞金の額） 

第２条 督促手数料の額は、督促状１通につき１００円とする。 

２   略 

 （徴収方法） 

第４条        延滞金の徴収は、市税に係る       

 延滞金の徴収の例による。 

 （徴収方法） 

第４条 督促手数料及び延滞金の徴収は、市税に係る督促手数料及

び延滞金の徴収の例による。 

 

   （玉名市奨学基金条例の一部改正（附則第４項関係）） 

（延滞金） 

第１９条 正当と認められる理由がなくて奨学金の返還を遅延した

ときは、玉名市税外収入金に係る延滞金徴収に関する条例   

    （平成１７年条例第５８号）の規定により延滞金を徴収

する。 

（延滞金） 

第１９条 正当と認められる理由がなくて奨学金の返還を遅延した

ときは、玉名市税外収入金に係る督促手数料及び延滞金徴収に関

する条例（平成１７年条例第５８号）の規定により延滞金を徴収

する。 

 



 

- 27 - 

議第７９号関係 

 

   玉名市介護保険条例及び玉名市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例 

 

新 旧 

 

   （玉名市介護保険条例の一部改正（第１条関係）） 

  （保険料の督促手数料） 

第６条 削除 第６条 保険料の督促手数料は、督促状１通につき１００円とする。 

 

   （玉名市後期高齢者医療に関する条例の一部改正（第２条関係）） 

 （保険料の督促）  （保険料の督促） 

第５条 略 第５条 略 

 ２ 保険料の督促手数料は、督促状１通について、１００円とする。 
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議第８０号関係 

 

   玉名市火入れに関する条例の一部を改正する条例 

 

新 旧 

（火入れの中止） （火入れの中止） 

第１４条 火入者及び火入責任者は、火入れの許可の期間中であっ

ても、強風注意報若しくは乾燥注意報が発表され、又は火災警報

が発令された場合には、火入れを行ってはならない。 

第１４条 火入者及び火入責任者は、火入れの許可の期間中であっ

ても、強風注意報、異常乾燥注意報又は       火災警報

が発令された場合には、火入れを行ってはならない。 

２ 火入責任者は、火入れ中に風勢等によって他に延焼するおそれ

があると認められるとき、  強風注意報若しくは乾燥注意報が

発表されたとき、又は火災警報が発令されたときには、速やかに

消火しなければならない。 

２ 火入責任者は、火入れ中に風勢等によって他に延焼するおそれ

があると認められるとき、又は強風注意報、異常乾燥注意報若し

くは        火災警報が発令されたときには、速やかに

消火しなければならない。 
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議第８１号関係 

 

   玉名市法定外公共物管理条例等の一部を改正する条例 

 

新 旧 

 

（玉名市法定外公共物管理条例の一部改正（第１条関係）） 

（       延滞金） （督促手数料及び延滞金）  

第１５条 市長は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３

１条の３第１項の規定により督促状を発したときは、同条第２項

の規定により       延滞金を徴収する。 

第１５条 市長は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３

１条の３第１項の規定により督促状を発したときは、同条第２項

の規定により督促手数料及び延滞金を徴収する。 

 ２ 督促手数料の額は、督促状１通につき１００円とする。 

２ 略 ３ 略 

３ 前２項に定めるもののほか、延滞金       の徴収につ

いては、玉名市税外収入金に係る延滞金徴収に関する条例    

    （平成１７年条例第５８号）の定めるところによる。 

４ 前３項に定めるもののほか、督促手数料及び延滞金の徴収につ

いては、玉名市税外収入金に係る督促手数料及び延滞金徴収に関

する条例（平成１７年条例第５８号）の定めるところによる。 

 

（玉名市浄化槽施設条例の一部改正（第２条関係）） 

 （督促） 

 第８条 使用料の納期限までに完納しない者の督促手数料の徴収に

ついては、玉名市税外収入金に係る督促手数料及び延滞金徴収に

関する条例（平成１７年条例第５８号）を準用する。 

第８条 略 第９条 略 

第９条  略 第１０条 略 

第１０条 略 第１１条 略 

第１１条 略 第１２条 略 

第１２条 略 第１３条 略 
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第１３条 略 第１４条 略 

第１４条 略 第１５条 略 

第１５条 略 第１６条 略 

第１６条 略 第１７条 略 

第１７条 略 第１８条 略 

（過料） （過料） 

第１８条 次の各号のいずれかに掲げる者には、５万円以下の過料

を科する。 

第１９条 次の各号のいずれかに掲げる者には、５万円以下の過料

を科する。 

⑴ 略 ⑴ 略 

⑵ 第１０条の規定による資料の提出を求められてこれを拒否し、

又は怠った者 

⑵ 第１１条の規定による資料の提出を求められてこれを拒否し、

又は怠った者 

⑶ 第１２条の規定による保管義務等に違反した者 ⑶ 第１３条の規定による保管義務等に違反した者 

⑷ 第１４条の規定による費用負担を怠った者 ⑷ 第１５条の規定による費用負担を怠った者 

２ 略 ２ 略 

 

（玉名市水道事業条例の一部改正（第３条関係）） 

（工事の施行） （工事の施行） 

第１１条 工事は、管理者又は管理者が法第１６条の２第１項の指

定をした者（以下「指定給水装置工事事業者」という。）が施行

する。ただし、災害その他非常の場合において、管理者が他の市

町村長（地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第７条の

規定により置かれた水道事業の管理者を含む。以下この項におい

て同じ。）又は他の市町村長が同項の指定をした者が給水装置工事

を施行する必要があると認めるときは、この限りでない。 

第１１条 工事は、管理者又は管理者が法第１６条の２第１項の指

定をした者（以下「指定給水装置工事事業者」という。）が施行

する。 

２～４ 略 ２～４ 略 

（督促       ）  （督促及び督促手数料）  

第３４条 略 第３４条 略 

 ２ 督促手数料は、１回につき１００円を徴収する。 
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議第８２号関係 

 

   玉名市上下水道事業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例 

 

新 旧 

（給与の減額） （給与の減額） 

第２０条 略 第２０条 略 

２ 職員が部分休業（当該職員がその小学校就学の始期に達するま 

での子を養育するため１日の勤務時間の全部又は一部（２時間を

超えない範囲内又は１年につき管理者が指定する時間を超えない

範囲内の時間に限る。）を勤務しないことをいう。）又は介護休暇

（当該職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母その他管理者が指

定する者で負傷、疾病又は老齢により管理者が指定する期間にわ

たり日常生活を営むのに支障があるものの介護をするため、勤務

しないことが相当であると認められる場合における休暇をいう。）

の承認を受けて勤務しない場合には、前項の規定にかかわらず、

その勤務しない１時間につき、勤務１時間当たりの給与額を減額

して給与を支給する。 

２ 職員が部分休業（当該職員がその３歳に満たない       

  子を養育するため１日の勤務時間の    一部     

                             

           を勤務しないことをいう。）又は介護休暇

（当該職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母その他管理者が指

定する者で負傷、疾病又は老齢により管理者が指定する期間にわ

たり日常生活を営むのに支障があるものの介護をするため、勤務

しないことが相当であると認められる場合における休暇をいう。）

の承認を受けて勤務しない場合には、前項の規定にかかわらず、

その勤務しない１時間につき、勤務１時間当たりの給与額を減額

して給与を支給する。 
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議第８３号関係 

 

   玉名市公共下水道条例及び玉名市農業集落排水処理施設条例の一部を改正する条例 

 

新 旧 

 

   （玉名市公共下水道条例の一部改正（第１条関係）） 

（排水設備等の工事の実施） （排水設備等の工事の実施） 

第６条 排水設備等の新設等の工事は、排水設備等の工事に関し、

規程で定める技能を有する者を置く業者として規程で定めるとこ

ろにより管理者が指定したもの（以下「指定工事店」という。）

でなければ行ってはならない。ただし、災害その他非常の場合に

おいて、管理者が他の市町村長の指定を受けた者に工事を行わせ

る必要があると認めるときは、この限りでない。 

第６条 排水設備等の新設等の工事は、排水設備等の工事に関し、

規程で定める技能を有する者を置く業者として規程で定めるとこ

ろにより管理者が指定したもの（以下「指定工事店」という。）

でなければ行ってはならない。 

（占用） （占用） 

第２１条 略 第２１条 略 

２ 管理者は、前項の許可を受けた者から占用料を徴収することが

できる。ただし、次に掲げる占用物件については、この限りでな

い。 

２ 管理者は、前項の許可を受けた者から占用料を徴収することが

できる。ただし、次に掲げる占用物件については、この限りでな

い。 

 ⑴～⑶ 略 ⑴～⑶ 略 

 ⑷ 地方公共団体の行う事業で地方公営企業法         

      第２条第１項に規定する地方公営企業以外の事業 

に係る占用物件 

⑷ 地方公共団体の行う事業で地方公営企業法（昭和２７年法律

第２９２号）第２条第１項に規定する地方公営企業以外の事業

に係る占用物件 

３ 略 ３ 略 

 

   （玉名市農業集落排水処理施設条例の一部改正（第２条関係）） 

（排水設備の工事の施工） （排水設備の工事の施工） 
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第９条 排水設備の新設等の工事は、規程で定める指定工事店でな

ければ施工してはならない。ただし、災害その他非常の場合にお

いて、管理者が他の市町村長の指定を受けた者に工事を行わせる

必要があると認めるときは、この限りでない。 

第９条 排水設備の新設等の工事は、規程で定める指定工事店でな

ければ施工してはならない。 

 


